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旧真田山陸軍墓地の管理・維持保全に関する要望について 

 

 

大阪市に所在する旧真田山陸軍墓地（以下「当墓地」という。）は、明治 4 年（1871

年）に日本で最初に設置された軍用墓地であり、陸軍創設期に亡くなった兵士をはじめ

西南戦争や日清・日露戦争、第 1 次世界大戦、第 2 次世界大戦における軍人・軍関係者

の戦死者、病死者など、日本国民の生命・財産を守り、その使命を果たすために殉じた

方の 5,000 を超える墓石や、8,000 を超える方が眠る納骨堂などがある全国でも最大規

模のものです。 

 昭和 21 年（1946 年）6 月、大蔵次官・内務次官通知「旧軍用墓地の処理に関する

件」により「旧軍用墓地は都道府県又は地元市町村に無償貸付するものとする」「維持

管理、祭祀は地方の実情に応じ市町村、宗教団体、遺族会等において行うものとする」

とされたことから、本市は国と国有財産無償貸付契約を締結し、昭和 21 年 8 月から本

市が善良な管理者の注意義務をもって当墓地の除草・清掃・緊急修繕などの維持管理を

行っております。 

また、昭和 22 年（1947 年）には、当墓地の維持管理や祭祀などを実施するための団



体が設立され、現在では、「公益財団法人真田山陸軍墓地維持会」として、除草・清掃

等の環境維持活動をはじめ、崩壊の危機に直面している墓碑の修復事業や当墓地見学者

などに対する案内・普及・啓発活動も行うなど、次の世代に引き継ぐための活動を行っ

ており、当墓地の維持管理に多大な協力をいただいております。 

また、当墓地の財産所管部署である財務省近畿財務局は、この間の地震・台風の被害

を踏まえ、早急に建物調査を行い、調査内容を踏まえて納骨堂の改修工事を実施する予

定であると聞いております。 

 しかしながら、当墓地創設以来 150 年近く、本市が維持管理を担って以来 70 年余の

時間が経過し、墓石については、破損・風化などが著しく、また、昭和 18 年（1943

年）建立の納骨堂についても、建物の傷みが相当進み、建築基準法上の耐震基準を満た

さないものであるなど、本市の無償貸付契約による維持管理で対処することが難しく、

財産所有者である国による抜本的な対策が必要となってきています。特に、今後発生が

予想される南海トラフ地震などの巨大地震に備え、納骨堂の耐震対策をはじめ、墓石の

破損・風化対策が喫緊の課題であると考えております。 

 当墓地をはじめ、国から無償貸付等を受け地方公共団体が維持管理している全国 44

ヵ所の旧軍用墓地は、もともと国により創設された、国民の生命・財産を守り、その使

命を果たすために殉じた方が眠る墓地であることから、当墓地の管理・維持保全は、国

の責務であると考えております。 

本市は、「公益財団法人真田山陸軍墓地維持会」の意見も聴取し、当墓地について、

次の事項を要望として取り纏めました。以上の状況をご賢察いただき、格別のご配慮を

賜りたく強く要望いたします。 

  



記 

 

１． 行政目的の確立、国の責務の明確化 

  旧真田山陸軍墓地は、国民の生命・財産を守り、その使命を果たすために殉じた方

を慰霊する施設であると明確に位置づけ、さらに、戦争の歴史を後世に伝えるための

史跡として文化財指定を行うなど、「千鳥ケ淵戦没者墓苑」と同様に、行政目的と所

管省庁を明確にしたうえで、その管理・維持保全の責務が国にあることを明確にする

こと。 

 

２． 旧真田山陸軍墓地の計画的な維持保全の実施 

国は、国有財産の管理責任者として、旧真田山陸軍墓地における墓石の破損・風化

や納骨堂の損傷・耐震状況などすべての施設の老朽化の実態を調査・把握した結果に

基づき、将来にわたって旧真田山陸軍墓地を適切に管理・維持保全していくために、

国の事業として、維持保全計画を策定し計画的に維持保全を実施すること。 

 

３． 国・本市・民間団体との役割分担及び財政支援 

  旧真田山陸軍墓地の管理・維持保全の責務は国にあることを前提として、当該管

理・維持保全などに係る必要な部分について、国・本市・環境維持活動を行っている

団体それぞれの役割分担を明確にするとともに、国は、本市や民間団体が担う業務に

対して財政支援を行うこと。 

以上 


